
平成30年度小規模事業者組織化指導事業にあたり
貴組合の規模を把握するためにご使用ください。

　本事業においては、小企業者組合、小規模事業者組合が補助事業の対象となります。貴組合が小企業者組合若しくは小規模事業者組合に該当するか否かについては下記をご参照ください。

※小規模事業者組織化指導事業における対象組合
〇小企業者組合
・事業協同組合、商工組合、商店街振興組合及びその他組合（生活衛生同業組合等）においては、常時使用する従業員の数が5人以下（商業（卸売業・小売業）又はサービス業を主たる事業とする事業者は2人以下（以下小企業者））の組合員が全体の4分の3以上の組合であること。
・協業組合においては、常時使用する従業員数が5人以下である、又は組合員の4分の3以上が協業実施直前で上記に該当する小企業者であること。
・事業協同組合連合会、商店街振興組合連合会においては、その会員組合の構成員の総数のうち、4分の3以上が小企業者であること。

〇小規模事業者組合
・事業協同組合、商工組合、商店街振興組合及びその他組合（生活衛生同業組合）においては、常時使用する従業員の数が20人以下（商業（卸売業・小売業）又はサービス業を主たる事業とする事業者は5人以下（以下小規模事業者））の組合員が全体の2分の1以上の組合であること。
・協業組合においては、常時使用する従業員数が5人以下である、又は組合員の4分の3以上が協業実施直前で上記に該当する小規模事業者であること。
・事業協同組合連合会、商工組合連合会及び商店街振興組合連合会のうち、その会員組合の構成員の総数のうち、2分の1以上が小規模事業者であるもの。
※小企業者組合に該当する組合は小規模事業者組合にも該当します。
[bookmark: _GoBack]
なお、常時使用する従業員をカウントするにあたっては、企業の役員、事業所の代表者、そのご家族の方及びパート従業員は従業員数に含めずに計算してください。例えばサービス業で家族3人で事業所を経営している場合の常時使用する従業員数は0人となり商業又はサービス業の2人以下の箇所に1とカウントします（詳細は別紙の記載例をご覧ください）。
　また事業協同組合連合会にあっては傘下組合の構成員の人数にて計算してください。




貴組合の規模の把握にご活用ください。なお記載例は次頁にあります。
※票右下の合計が組合員数の合計になるようにしてください。

常時使用する従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（名）
	業　種
	２人以下
	５人以下
	２０人以下
	２１人以上
	合　計

	製造業、建設業、運輸業等
	
	
	
	
	

	商業又はサービス業
	
	
	
	
	

	合　計　
	　　　
	
	
	
	











（ 記 載 例 ）
　組合員数：１５（法人１２社、個人事業主３名）
　組合員内訳：法人については「社」、個人事業主については「事業所」と記載しています。
Ａ社（建設業）従事者　役員３名、正社員５名、パート２名　　　　　　　　　　　　　従業員数５名
Ｂ社（製造業）従事者　役員２名、正社員３名、パート３名　　　　　　　　　　　　　従業員数３名
Ｃ社（建設業）従事者　役員２名、正社員２名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員数２名
Ｄ社（運輸業）従事者　役員１名、正社員２名、パート２名　　　　　　　　　　　　　従業員数２名
Ｅ社（建設業）従事者　役員３名、正社員８名（うち代表者家族社員３名）　　　　　　従業員数５名
Ｆ社（製造業）従事者　役員３名、正社員５名、パート２名　　　　　　　　　　　　　従業員数５名
Ｇ社（製造業）従事者　役員５名、正社員４０名、パート５名　　　　　　　　　　　従業員数４０名
Ｈ社（卸売業）従事者　役員２名、正社員２名、パート１名　　　　　　　　　　　　　従業員数２名
Ｉ社（建設業）従事者　役員１名、正社員６名（うち代表者家族社員２名）、パート２名　従業員数４名
Ｊ社（サービス業）従事者　役員１名、パート３名（うち代表者家族３名）　　　　　　従業員数０名
Ｋ社（建設業）従事者　役員２名、正社員７名（うち代表者家族社員３名）、パート１名　従業員数４名
Ｌ社（製造業）従事者　役員１名、正社員７名（うち代表者家族社員１名）　　　　　　従業員数６名
Ｍ事業所（小売業）従事者　代表者１名、従業員４名（うち代表者家族３名）　　　　　従業員数１名
Ｎ事業所（小売業）従事者　代表者１名、従業員４名　　　　　　　　　　　　　　　　従業員数４名
Ｏ事業所（サービス業）従事者　代表者１名、パート４名　　　　　　　　　　　　　　従業員数０名

常時使用する従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（名）
	業　種
	２人以下
	５人以下
	２０人以下
	２１人以上
	合　計

	製造業、建設業、運輸業等
	
	８
※A,B,C,D,E,
F,I,K
	１
※L

	１
※G

	１０

	商業又はサービス業
	４
※H,J,M,O

	１
※N

	
	
	５

	合　計　
	４
	９
	１
	１
	１５


※その箇所に該当する法人(個人事業主)を示しています。

この組合は１５名のうち小企業者が１２社(名)となります。小企業者に該当するのは、製造業、建設業、運輸業等は８社、商業又はサービス業は４社(名)です。
　また、組合員総数の４分の３以上（１５×３/４＝１１.２５）が小企業者に該当するので、この組合は小企業者組合に該当し、また小規模事業者組合にも該当するため、小規模事業者組織化指導事業の各種事業のうち、いずれも活用することができます。


